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バリアフリー法及び関連施策の見直しの方向性について 

～ 国 土 交 通 省 2020 年 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン ピ ッ ク 東 京 大 会 準 備 本 部 バ リ ア フ リ ー ワ ー キ ン グ グ ル ー プ と り ま と め ～  

（案） 

 

平成 29 年６月 27 日 

１． 検討の経緯 

 

 高齢者、障害者数が増加傾向にある中で、障害者権利条約締結

（平成 26年）を踏まえ、また、東京オリンピック・パラリンピ

ック開催を契機として、共生社会や一億総活躍社会の実現に対

する期待が高まっている。さらに、視覚障害者のホーム転落事

故の発生等により、バリアフリーのハード、ソフトの両面から

対策が急務となっている。 

 

 また、ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚会議（本年２月）で

決定された「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」において、

東京オリンピック･パラリンピックに向けた重点的なバリアフ

リー化とともに、全国のバリアフリー水準の底上げを目指すこ

ととなっており、特に、「バリアフリー法を含む関係施策につい

て、共生社会の推進や一億総活躍社会の実現の視点も入れつつ、

平成 29 年度中に検討を行う等により、そのスパイラルアップ

を図る。」とされているところである。 

 

 こうしたことから、バリアフリー法及び関連施策について、見

直しも視野に入れ幅広く検討するため、本年２月末に本ワーキ

ンググループにおいて見直しを開始したところ。本年３月に設

置した学識経験者、障害者団体・事業者団体の代表（26 団体）

等からなる「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関する検

討会」の議論も踏まえ、見直しの方向性について以下のとおり

とりまとめるものである。 

  

資料１ 
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２． 基本となる３つの視点 

 高齢者、障害者等の社会参画の拡大の推進 

2020 年東京大会のレガシーとしての共生社会の実現、一億総

活躍社会の実現に向け、高齢者、障害者等が社会、経済、文化

その他あらゆる分野の活動に参加し、活躍する機会を確保して

いくことが重要であり、施策の拡大・充実を実現する。 

 

 バリアフリーのまちづくりに向けた地域連携の強化 

施設間の乗り継ぎにおいて不便を感じるケースなど、連携が必

ずしも十分でない。地域の関係者の連携を促進し、バリアフリ

ーのまちづくりを推進する。 

 

 ハード・ソフト一体となった取組の推進 

現行バリアフリー法は施設整備に重点。ハード面の整備はもと

より、これと一体となったソフト面の取組を推進する。 

 

３． 施策の方向性 

 

① バリアフリー施策の基本的考え方 

・「障害の社会モデル」の理念等を、バリアフリー法体系において

反映 

・観光地のバリアフリー化（地域・宿泊施設のバリアフリー化、

情報提供、相談窓口の充実等）を推進 

・バリアフリー法の適用対象事業者の拡大を検討 

・バリアフリー情報の見える化を検討 

・高齢者、障害者等の意見聴取について、バリアフリー法体系に

おいて明確化 

 

② 施設設置管理者等の取組促進 

・交通バリアフリー基準・ガイドラインの本年度中の見直し 

・2021 年度以降の整備に関する目標設定のあり方について、適切

な時期に検討を開始（基本方針） 

・公共交通事業者等が、ハード、ソフト両面の取組状況を対外的

に明らかにする制度（統括管理者の設置、推進計画策定、定期

報告、公表制度、情報提供等）の導入を検討 
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・優先的に整備すべき道路の重点的な支援、経路選択が可能なバ

リアフリー化について検討 

・建築物等個別施設のバリアフリー化について、条例による区域

を限った義務基準強化の促進を含め、検討 

 

③ 地域の更なる面的バリアフリー化 

・市町村による基本構想作成を促進するため、基本構想の作成要

件の緩和、複数市町村にまたがる事業の場合等における都道府

県の関与の強化等を検討 

・基本構想を一定期間ごとに評価・見直しする制度について検討 

・複数の施設設置管理者が関係する交通結節点における施設設 

  置管理者間の連携促進の仕組みを検討 

・まちづくり施策との連携を促進 

 

④ 心のバリアフリー 

・公共交通事業者等がハード、ソフト両面の取組を計画的に取り

組む中で、更なる職員研修の実施を促進するための仕組みにつ

いて検討 

・交通・観光分野における接遇ガイドラインの本年度中の策定、

普及 

・バリアフリー教室等の啓発活動について、事業者や公共交通の

利用者向けの取組を充実 

・障害者等当事者に対する公共交通の安全な利用に関する啓発

活動を推進 

   

４． 具体化に向けて 

 

 ３．でとりまとめた施策について、事業の実情等に即した実効

ある制度設計等を行うため、関係事業者と十分調整を図りつつ、

早期の具体化に向け検討を進める。 


